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１．はじめに 

 

(1) 新型コロナウイルス感染症の流行 

 新型コロナウイルス感染症は，2020年1月に日本国内感

染者が確認され1)，世界保健機構では同年3月11日に，パ

ンデミックとして特徴づけられるとした2)．図1の国内感

染者数の推移（2020年5月から2021年12月まで）より，幾

度も緊急事態宣言の発出がなされる中で，感染力の強い

変異株が登場し，第5波の感染拡大を迎えた状況を読み取

ることができる3)~7)． 

コロナ禍において，個々人がおこなえることとして，

手洗い・咳エチケットの励行や，密閉空間・密集場所・

密接場面の「三つの密」（p.3）8)の回避等が提唱されて

きた．つまり，他者との関わりでは，換気のよい空間で

少人数を保ち，一定の対人距離を確保した上で，マスク

を着用して会話するというような感染予防対策が推奨さ

れてきた． 

このような社会的背景から，人びとの防災意識に変化

が生じており，それ故避難場所として在宅避難が選択さ

れるようになったという報告9)がある．新型コロナウイ

ルスへの感染リスクを考慮するならば，「三つの密」回

避の選択は分かりやすい．また，感染リスクへの危機感

が，災害準備の行動面に関する防災意識と関連する可能

性も示唆されている10)． 

 

(2) 分散避難と避難先の選択 

新型コロナウイルス感染症流行に伴い，その対策の一

環として，同感染症対応時の避難所開設・運営のガイド

ライン・避難所レイアウト11)や，災害発生時の分散避難
12)が周知されるようになった．分散避難とは，避難先の

選択を，指定の避難場所に限定せず，親族・知人等の縁

者宅，ホテル・旅館等をも選択肢に含めて，安全な場所

に分散して避難することである．避難者が指定の避難場

所に集中することによる「三つの密」の発生を回避する

ねらいである． 

 

(3) 研究の目的 

 このパンデミックによって，人間の行動や意識等がさ

まざまに変化していることは，先に述べたとおりである．

本研究では，コロナ禍における感染リスクに対する危機
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表 3 調査票の項目 

感や避難をめぐる考え方・選択に関連して，以下の3つを

目的とした． 

1) コロナ禍の影響として，新型コロナウイルスの感染

リスクに対する危機感，生活の変化を把握し，避難

への考え方の変化との関連性を明らかにする． 

2) コロナ禍の前後における避難先の選択と変化状況を

明らかにする． 

3) コロナ禍における避難への考え方の変化，および避

難先の選択の変化に関連する属性要因を明らかにす

る． 

 

 

２．研究の手続き 
 

(1) 災害事例と対象地域 

本研究では，コロナ禍の 2021年 7月 1日からの大雨を

災害事例とした．同大雨による影響は全国の広範囲に及

び，各地でさまざまな被害が発生した 13)．静岡県におけ

る主な被害としては，熱海市土砂災害 14)や富士・沼津等

での河川氾濫や溢水等による人的・物的被害が挙げられ

る 15)．同地域では，国道 1 号線と並行して沼川が流れ，

支流の高橋川との合流部がある．沼津市公開の沼川・高

橋川洪水ハザードマップ 16)によれば，同地域の想定浸水

深は，静岡県道 163 号線東柏原沼津線以北の地域では

3.0m 未満とされる．その中に位置する指定緊急避難場所

の原小学校については，浸水 2 階以上という利用上の注

意が付する 17)． 

 2021 年 7 月 1 日からの大雨への沼津市の対応のうち，

主に，原地区に関連するものを表 1 に示す 18), (1)．7 月 2

日に，地区内の冠水が発生しており，3 日未明に地区を

流れる沼川の支流である高橋川が氾濫危険水位に到達し

た．6 時 00 分に市災害対策本部が設置され，市内の複数

河川の氾濫の危険性が高まったことから，各浸水想定区

域に対して警戒レベル 4「避難指示」を発令，原東小学

校・原中学校等の避難所が開設された．なお，本災害は，

避難情報に関するガイドラインの改訂後の事例だが，沼

津市による対応では，警戒レベル 3「高齢者等避難」は

発令されなかった． 

7 月 3 日以降には，沼川・高橋川溢水による床下浸水

被害の発生が確認された．原・浮島地区の最終的な罹災

証明発行件数は，準半壊 7 件，一部損壊 139 件，合計

146 件だった(1)．本事例では，同地区での全壊，大規模・

中規模半壊，半壊は，いずれも発生しなかった． 

 

(2) 調査概要 

本研究では，被害の大きかった沼津市原地区のうち，

六軒町を調査対象地域とし，留め置き・郵送回収法を採

用した質問紙調査を実施した．調査期間および調査対象

世帯数等は，表 2 に示すとおりであった．対象地域の全

606 世帯（2020 年国勢調査結果 19)）への配付を予定して

いたが，居住状況が不明な場合を除いて各戸 1 票をポス

ティング・手渡しにより配付した結果，実際の配付数は

410 世帯（対象世帯の 67.7%）だった．このうち，204 世

帯からの回答を得て，回収率は 49.8%だった． 

 本研究の調査票の項目については，表 3 に示した(2)．

本稿では，特に，新型コロナウイルスと分散避難に関連

する内容の項目に焦点を当てて，分析の結果を説明する．

なお，本稿の分析には，統計解析ソフトウェア IBM 

SPSS Statistics V28.0.1.0および R 4.2.0 for Windowsを用い

た． 

表 2 調査期間・対象世帯数 

 

  
 

３．結果・考察 

 

(1) 回答者の属性 

a) 調査項目：属性情報 

内容 数 詳細

属性情報 10 世帯主、性別、年齢、職業、家族構成、同居家
族、住居形態、居住年数、持病有無、新型コロ
ナウイルスワクチン接種状況

新型コロナ
ウイルス

3 危険性を感じているか、買い物回数の変化状
況、公共交通機関の利用回数の変化状況

防災意識 13 新型コロナウイルス感染症の情報源（複数選択
可）、災害情報の情報源（複数選択可）、ハ
ザードマップ閲覧、地元の過去の災害知識、避
難時に必要な物の準備状況、避難に備えた備蓄
物（複数選択可）、準備物の持ち出し可否、災
害時の自分の判断による避難決定、家族や身近
な人との災害時行動の話し合い、連絡手段の話
し合い、2021年7月大雨での避難状況・避難先、

その行動理由（自由記述）

分散避難 4 用語知識、新型コロナ流行による避難への考え
方の変化状況、新型コロナ流行前・流行後の避
難先選択（地震・水害）

表 1 2021年 7月 1日からの大雨における対応 

詳細

配付 期間 2021年12月6・7日（2日間）

世帯数 410世帯

回収 期間 2021年12月7～14日（8日間）

世帯数 204世帯（回収率49.8%）

調査票配付/回収

対応

7月2日 6:00 沼津市事前配備体制

8:05 大雨・洪水警報、土砂災害警戒情報

16:15 石川一本松線（沼津市石川～沼津市原）冠水によ
り全面通行止

3日 0:15 高橋川が氾濫危険水位に到達

2:15 黄瀬川（裾野市）が氾濫危険水位に到達

3:50 原停車場線（沼津市原）冠水により全面通行止

6:00 沼津市災害対策本部

8:00 黄瀬川氾濫のおそれが高まり、浸水想定区域等
に、警戒レベル4「避難指示」発令

高橋川の越水が確認され、沼川・高橋川の洪水浸
水想定区域に、警戒レベル4「避難指示」発令

原東小学校・原中学校等の避難所開設

14:00 高橋川氾濫危険水位から水位低下

黄瀬川氾濫危険水位（裾野市）から水位低下

19:00 沼津市沼川・高橋川溢水による床下浸水50戸

4日 6:00 洪水警報解除

17:00 原東小学校等の避難所閉鎖

市内の家屋被害状況は、床上浸水21件、床下浸水

57件

18:00 石川一本松線（沼津市石川～沼津市原）冠水によ
る全面通行止解除

19:00 原中学校の避難所閉鎖

5日 6:00 大雨警報解除

6日 9:00 事前配備体制

6:00 市内の家屋被害状況は、床上浸水88件、床下浸水

248件

配備体制廃止

日時

文献17), (1)より筆者作成

7日
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回答者の属性に関連する結果を，表 4 に示す．回答者

の特徴として，10 代・20 代が少なく，全体の 3.0%だっ

た．対照的に，60 代・70 代以上の合計は 61.3%と過半を

占めた．持病があるという回答のうち，78.2%はこれら

の高齢の年代である．また，回答者の年齢層の高さは，

無職の多さとの関連も考えられる．他の職業については，

続いて会社員 21.1%，パート・アルバイト 16.7%，専業

主婦 15.7%が多かった． 

家族人数では，単身が 14.7%，2 人が 32.8%，3 人以上

は 52.5%となった．同居家族に関する回答から，子育て

中の世帯は全体の十数%程度と考えられる．なお，同居

家族に 75 歳以上の高齢者がいる 50 世帯のうち，約 16%

（8 世帯）が，同居家族に介護を要するかたがいると回

答した． 

 

表 4 回答者の属性 

住居形態では，持家（戸建て）が全体の 86.2%を占める

こと，居住年数が 20年以上を超える世帯が 6割近いこと

等から，長期居住者が多い地域といえる．居住年数 10年

以上の世帯を含めると，8割を超える定住状況である． 

新型コロナワクチンの接種状況（2021 年 12 月時点）

については，93.5%が 2 回接種済みだった．1 回接種済み

も含めると，95%以上がワクチン接種をしていたことが

分かった． 

b) 防災リテラシーの高低 

 本研究では，調査票の属性情報の項目に加え，防災意

識に関する項目から防災リテラシーの高低に応じてグル

ープ化し，回答者の属性の 1 つとして分析に用いること

とした．防災リテラシーの要素として，災害をわがこと

として理解していること，災害に必要な備えをしている

こと，災害時に適切な行動ができることという 3 つの要

素がある 20）． 

本調査の択一選択式の項目から，上記 3 要素に対応す

るものをそれぞれ 2 項目抽出した．該当の項目は，表 3

より，要素 1 では，ハザードマップ閲覧，地元の過去の

災害知識，要素 2 では，避難時に必要な物の準備状況，

準備物の持ち出し可否，要素 3 では，災害時の自分の判

断による避難決定，家族や身近な人との災害時行動の話

し合い，である．これら 6項目のうち，回答者が 5～6項

目を実行していた場合にリテラシー高群，3～4 項目の場

合にリテラシー中群，1～2 項目以下の場合にはリテラシ

ー低群に分類した． 

表 4 の防災リテラシーでは，リテラシー中群が最も多

く 4 割強の回答者が占める．続いて，リテラシー低群が

4割弱，リテラシー高群は 2割強であった． 

 

(2) 新型コロナウイルス感染症への危機感と生活変化 

表 5 は，新型コロナウイルス感染症への危機感有無と

生活の変化のクロス集計表である．コロナウイルスに対

する危険性を「かなり感じる」「少し感じる」という回

答を危機感あり群，「あまり感じない」「まったく感じ

ない」を危機感なし群とした．また，同様に，買物回数

の変化や公共交通利用回数の変化についても，「かなり

変化した」「少し変化した」を変化あり群，「あまり変

化しない」「まったく変化しない」を変化なし群として

分析したものである． 

表 5 より，新型コロナへの危機感があるという回答が

合計約 9 割を占めた．危機感ありの場合にも，買物や公

共交通利用の回数に変化はないとの回答もあるが，検定

の結果から，0.1%水準で，新型コロナ感染症への危機感 

 

表 5 新型コロナウイルスへの危機感と生活変化 

度数 (割合)

世帯主か 世帯主 124 (60.8)

世帯主以外 80 (39.2)

合計 204 (100.0)

性別 男性 93 (45.6)

女性 111 (54.4)

合計 204 (100.0)

年代 10代 2 (1.0)

20代 4 (2.0)

30代 14 (6.9)

40代 25 (12.3)

50代 34 (16.7)

60代 44 (21.6)

70代以上 81 (39.7)

合計 204 (100.0)

職業 会社員 43 (21.1)

公務員 7 (3.4)

自営業 15 (7.4)

専業主婦 32 (15.7)

パート・アルバイト 34 (16.7)

学生 3 (1.5)

無職 63 (30.9)

その他 7 (3.4)

合計 204 (100.0)

家族人数 1人(単身) 30 (14.7)

2人 67 (32.8)

3人以上 107 (52.5)

合計 204 (100.0)

同居家族 乳幼児 12 (5.9)

小学生 25 (12.3)

中学生 20 (9.8)

高校生 13 (6.4)

75歳以上高齢者 50 (24.5)

介護を要する方 15 (7.4)

その他 28 (13.7)

持病 あり 119 (58.3)

なし 85 (41.7)

合計 204 (100.0)

住居形態 持家（戸建て） 175 (86.2)

持家（集合住宅） 2 (1.0)

借家（戸建て） 2 (1.0)

借家（集合住宅） 19 (9.4)

その他 5 (2.5)

合計 203 (100.0)

居住年数 1-9年 37 (18.3)

10-19年 44 (21.8)

20-29年 38 (18.8)

30-39年 31 (15.3)

40-49年 24 (11.9)

50-59年 14 (6.9)

60年以上 14 (6.9)

合計 202 (100.0)

2回接種済み 188 (93.5)

1回接種済み 4 (2.0)

未接種 9 (4.5)

合計 201 (100.0)

リテラシー低 74 (36.3)

リテラシー中 86 (42.2)

リテラシー高 44 (21.6)

合計 201 (100.0)

コロナワク
チン接種

防災リテラ
シー

あり なし 合計 検定結果

買物回数 変化あり 度数 111 4 115  Fisher直接

% 96.5% 3.5% 100.0%  確率検定

変化なし 度数 73 15 88  両側

% 83.0% 17.0% 100.0%  p=0.001 ***

合計 度数 184 19 203

% 90.6% 9.4% 100.0%

変化あり 度数 82 4 86  Fisher直接

% 95.3% 4.7% 100.0%  確率検定

変化なし 度数 100 15 115  両側

% 87.0% 13.0% 100.0%  p=0.052 n.s.

合計 度数 182 19 201

% 90.5% 9.5% 100.0%

* p<0.05, 　** p<0.01, 　*** p<0.001

公共交

通利用

回数

危機感
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有無が買物回数の変化に関連していた．危機感から買物

自粛に至った日常生活への影響が表れている． 

 

(3) 新型コロナ流行による避難への考え方の変化 

新型コロナウイルス感染症への危機感と避難への考え

方の変化とのクロス集計の結果が，表 6 である．5%水準

の関連がみられ，危機感があると，より避難への考え方

の変化があると解釈することができる．なお，前節と同

様に，避難への考え方が「大いに変化した」「少し変化

した」を合わせて変化あり群，「あまり変化しなかった」

「まったく変化しなかった」を合わせて変化なし群とし

て分析した結果である． 

 

表 6 新型コロナへの危機感と避難への考え変化 

 

先述の表 5 の結果からも，コロナ禍の生活様式の変化

が体感されていると考えられる．このような状況下，災

害時の避難に関する注意喚起等たとえば 11)がなされてきたこ

とを踏まえると，コロナへの危機感と避難への考えの変

化に関連がみとめられた表 6 の結果は，なるべくしてな

ったともいえるだろう．但し，コロナウイルスに対する

危険性については，感染・罹患の危険性から，死亡や他

者を感染させる可能性等さまざまに波及し得るが，本調

査項目では，それらを具体的に確認できず課題が残る．

また，避難への考え方の具体的変化の内容までは把握で

きなかった． 

 

(4) 新型コロナ流行前後の避難先選択 

a) 避難先選択の変化 

図 2・図 3 は，新型コロナウイルス流行前後の避難先

選択に関する回答の結果である．地震および水害の 2 つ

の災害種類について，それぞれ避難先の選択を示すもの

である．なお，これらの避難先選択については，実際に

選択をしたかではなく，どの避難先を選択するかという

考えを問うものであった． 

災害種類にかかわらず，地震・水害のいずれも，コロ

ナ前には指定避難所の選択が最も多く，続いて在宅避難

（自宅），親戚・知人宅という結果は共通していた．ま

た，コロナ後の避難先選択では，コロナ前に最多だった

指定避難所の選択が減少し，在宅避難（自宅）や親戚・

知人宅，車中泊，ホテル・旅館等の選択が増加していた．

健康面を考慮すると，車中泊の増加は注意が必要である． 

地震の避難先選択を見ると，コロナ前よりも減少した

とはいえ，コロナ後の最多の避難先は，依然として指定

避難所であった．他方，図 3 の水害時の避難先選択では，

コロナ後には，最多の避難先選択が，指定避難所から在

宅避難（自宅）に変化していた．また，コロナ前にはホ

テル・旅館の選択がみられなかったが，コロナ後には選

択されるようになった．これらの結果では，対象地域の

想定される被害の特徴や，2021 年 7 月大雨における実際

の被害程度等の影響が考えられる．同大雨では，9割強 

図 2 コロナ前後の避難先選択の変化：地震 

図 3 コロナ前後の避難先選択の変化：水害 

図 4 コロナ前避難先選択別のコロナ後避難先：地震 

 
図 5 コロナ前避難先選択別のコロナ後避難先：水害 

 

の回答者が自宅に留まる選択をした 10)．これは，本調査

結果において，水害時の避難先選択が在宅避難の方向へ

変化していたことに重なる． 

b) コロナ前の避難先選択別にみるコロナ後避難先選択 

コロナ前の避難先選択別に，コロナ後の選択を示した

ものが図 4・図 5 である．それぞれ，地震時，水害時の

避難先選択に関する結果である． 

図 4 を見ると，コロナ前のそれぞれの避難先選択にお

いて，半数以上の回答者が，コロナ後にも同じ選択をし

ていたことが分かった．また，図 5 の水害時についても，
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地震時と同様に，コロナ前と同じ避難先を選択する者が

過半であった． 

他方，各避難先について，選択を変化させた層をみる

と，地震時・水害時ともに，在宅避難やホテル・旅館，

車中泊の選択が増加しており，コロナ前の指定避難所の

選択において，約 38%にそのような変化がみられた．次

いで，コロナ前の親戚・知人宅の選択では，地震時の半

数に同様の変化がみられた．生活様式の変化の体感（表

5）や避難に関する注意喚起等によって，大人数が集まる

公的指定避難所を回避する選択，複数家族が集まること

につながる親戚・知人宅を回避する選択がとられている

と考えられる．但し，水害での親戚・知人宅の選択では，

変化が 2割弱に留まっており，異なる様相を呈する． 

避難先選択の結果をみると，地震では 4 割，水害では

5 割が，コロナ前より指定避難所以外を選択するという

分散避難であった．また，コロナ後では，地震・水害と

もに，さらにその傾向を強めていた．他方，分散避難の

調査項目の結果をみると，分散避難を「ほとんど知らな

い」，「全く知らない」という回答は合計で 6 割強を占

める．用語を知らない場合でも，分散避難の考え方があ

る程度浸透している地域的な特徴が考えられる． 

 

(5) 避難への考え方・避難先選択の変化と属性との関連 

本節では，避難への考え方の変化，地震時の避難先選

択，水害時の避難先選択という 3 つについて，属性との

関連を分析した結果を示す． 

a) 避難への考え方の変化と属性の関連 

避難への考え方の回答のうち，「大いに変化した」

「少し変化した」という回答を変化あり群，「ほとんど

変化していない」「まったく変化していない」という回

答を変化なし群に分け，分析をおこなった．表 7・表 8

の 3 列のうち，左が避難への考え方の変化あり・なしと，

属性（表 4）との関連を分析をした結果である． 

これらの表より，避難への考え方の変化との関連がみ

られた属性は，年代，職業，居住年数，防災リテラシー

の 4 つだった．年代については，属性の各年代の回答を，

10代・20代，30代から 50代，60代・70代以上の 3群に

分けて分析しており，1%水準の関連性がみられた．多重

比較（ホルム法）では，30 代から 50 代と，60 代・70 代

以上の 2 群の間に，有意な差が確認された（p=0.008，** 

p<0.01）．60 代・70 代以上の回答群よりも，30 代から

50 代の方が，避難への考え方をより変化させていたとい

える．これは，居住年数が，5%水準で避難への考え方に

影響していた結果に重なるものと考えられる．居住年数

の分析では，長期居住と捉えられる 20 年を基準 21)とし

て，20 年以上の長期居住と，20 年未満の非長期居住に分

けて比較をした（表 8）．その結果，長期居住よりも，

非長期居住の回答者の方が避難への考えを変化させてい

たことが分かった．なお，居住年数と年齢層には関連性

が確認されている（ Spearman の相関係数 0.563, ** 

表 7 避難への考え方の変化、地震・水害における避難先選択の変化と属性情報の関係 
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p<0.01）． 

次に，職業では 1%水準の関連性がみられた（表 7）．

多重比較（ホルム法）では，職種別の有意性詳細をみと

められないが，無職の結果において，考え方の変化あり

が変化なしを下回っていることを確認できる． 

防災リテラシーについては，1%水準の関連性がみとめ

られた．残差分析より，リテラシー低群において，避難

への考え方を変化させた者が少なく，考えに変化がない

者が多いことが分かる．防災リテラシーの低さによって，

コロナ感染リスクをわがこととして捉えない特徴といえ

る．なお，リテラシー中・高両群の度数分布では，防災

リテラシーが高いほど考えが変化した割合が多いことが

表 8 避難への考え方の変化、地震・水害における避難先選択の変化と属性情報の関係（続き） 
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読み取れる． 

b) 地震での避難先選択の変化と属性の関連 

表 7・表 8 の 3 列のうち，中央に，地震時の避難先選

択の結果を示す．関連がみられた属性は，世帯主か否か，

年代，同居家族に中学生ありの 3つだった． 

世帯主か否かでは，地震時の避難先選択に 1%水準の

関連性がみられ，世帯主であることが選択の変化に影響

を及ぼしていた．年代においても同様に，1%水準の関連

がみられた．多重比較（ホルム法）では，有意性はみと

められないが，度数分布をみると，50 代以下の 2 群が，

60代・70代以上よりも避難先選択を変化させていたこと 

をうかがえる．同居家族については，中学生有無が 5%

水準で選択に関連しており，中学生との同居が，避難先

選択を変化させる方向に働くことが明らかになった． 

 新型コロナ感染リスクとして，高齢であることや基礎

疾患等の特別なニーズを有することが重症化の危険度と

関連するとの注意喚起がある 22)．このリスクを考慮する

ならば，同居家族の 75歳高齢者の有無や，要介護者の有

無，および本人の持病有無は，選択の変化に影響を及ぼ

す属性として想定することもできる．しかし，本調査結

果では，それらの特別なニーズと地震時の避難先選択と

の関連性はみられなかった． 

c) 水害での避難先選択の変化と属性の関連 

表 7・表 8 の右列が，水害時の避難先選択の結果であ

る．関連がみられた属性は，同居家族に中学生あり，居

住年数の 2 つだった．同居家族の中学生有無に 0.1%水準

の関連がみられ，中学生が同居家族にいる場合に選択を

変化させたといえる．居住年数については 5%水準の関

連性がみられており，長期居住の場合に，避難先選択を

変化させないことが分かった． 

本節の結果においても，地震での避難先選択と同様に，

高齢者や要介護の同居家族有無，および持病有無との関

連性はみられなかった．これらの特別なニーズを有する

場合に，コロナ禍の前に，避難先について考える必要性

に迫られ，各世帯のニーズを反映した選択の判断が既に

おこなわれていた可能性がある．また，防災リテラシー

の高低も，避難への考えには影響しているものの，避難

先選択の変化には関連していなかった．防災リテラシー

が高い場合に，コロナ前に既に避難先選択を決めていた

ことが考えられる． 

 

 

４．結論 
 

本研究では，2021 年 7 月大雨の影響を受けた地域を対

象に，質問紙調査を実施し，コロナ禍の影響として，新

型コロナウイルスの感染リスクに対する危機感と生活変

化状況を把握した．また，コロナ流行前後における避難

への考えや避難先選択の変化の把握，それらに影響する

属性要因を明らかにした． 

本研究の結果を，以下のとおり整理する． 

① 新型コロナ感染症への危機感から，買物自粛の形

で生活様式の変化が体感されていた．また，コロ

ナへの危機感によって，避難への考えの変化に影

響がみられた． 

② 地震・水害での避難先選択では，コロナ前には指

定避難所，在宅避難，親戚・知人宅の順に多かっ

たが，コロナ後に指定避難所が減少し，在宅避難，

親戚・知人宅，車中泊，ホテル・旅館等が増加し

た．特に車中泊増加では，健康面の課題が伴う．

また，コロナ後の水害時の選択では，在宅避難が

最多であり，2021 年 7 月大雨で実際に在宅避難が

選択された地域的特徴がみられる． 

③ 避難への考え方の変化に影響した属性要因は，年

代，職業，居住年数，防災リテラシーであった．

特に，60 代以上に比べて 50 代以下に考えの変化

が多いこと，20 年以上の長期居住では考えが変化

しにくいこと，防災リテラシーが低いと考えが変

化しない者が多いことが分かった． 

④ 地震での避難先選択には，年代の影響とともに，

世帯主であることや中学生との同居が選択を変化

させる属性として明らかになった．他方，災害時

における特別なニーズと考えられる 75歳以上の高

齢者や要介護者との同居，本人の持病有無につい

ては，影響がみられず，特別なニーズのある世帯

では，コロナ前に避難先選択を決めていたと考え

られる．防災リテラシーが高い場合についても，

避難先選択の変化との関連がみられず，同様の考

察ができるだろう． 

⑤ 水害での避難先選択では，中学生との同居が選択

変化につながること，20 年以上の長期居住では選

択を変化させないことが明らかになった．長期居

住世帯が自宅周辺の地域を熟知し，事前に対応策

を練っていたと考えられ，地域の特徴理解を促す

情報提供が，各家庭での事前の防災対策につなが

る可能性がある．地震・水害共に，中学生の同居

家族ありという属性は，避難先選択を変化させて

いた．特別なニーズとは異なるが，注意を要する

属性の一つとして考えられる． 

本調査のデータ上の制約から，新型コロナウイルスに

対し，具体的にどのような危険性を感じていたのかを確

認できなかった．同様に，避難への考え方に関し，具体

的に何がどのように変化したのかまでを明らかにするこ

とができなかった．また，地震・水害の避難先選択に影

響を及ぼす各属性要因についても，なぜ変化させたのか

という理由・状況の詳細を明らかにできていない．たと

えば，小学生・高校生等との同居とは異なり，中学生と

の同居に有意差が生じた理由詳細については，本調査デ

ータからは解明することができない．加えて，本稿の分

析では，複合的な属性の影響については検討できていな

い．これらを今後の課題としたい． 

 

 

補 注 

 

(1) 沼津市による対応について 

 大雨における対応の流れについては，沼津市危機管理課より

提供いただいた資料を参照しました．罹災証明発行件数につい

ては，沼津市社会福祉課福祉企画室から情報提供いただきまし

た． 

 

(2) 本研究の調査項目について 

 本研究は，安井拓哉（2022）コロナ禍での災害時避難に関す

る意識調査 －沼津市六軒町を対象として－，常葉大学社会環境

学部卒業研究論文（未公刊）の調査による成果です． 

 
(3) 検定について 

 本調査データでは，度数分布表において期待度数 5 未満のセ
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ルが全セルの 20%を超え，χ2検定実施に制約が生じるものがあ

りました．該当するデータについては，オープンソースの統計

解析ソフトウェア R 4.2.0 for Windowsを用いて，Fisherの直接確

率検定（両側）を実施しました．なお，2×2 の度数分布表では，

データの制約有無にかかわらず，Fisher の直接確率検定（両側）

を行いました． 
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